（１）結果について
１）月間目標67人・3.5％（昨年3.5％・70人）に対して拡大数67人（同73人）・拡大率3.5％（同3.65％）となり、支部・本部目標を達成することができました。21年の秋は月間目標達成を逃していましたが、昨年続いて春の月間は達成となりました。また、６月１日付け現勢は1915人（昨年1934人）となり、1月現勢1912人（昨年1996人）を回復することができました。昨年の大量異動・脱退での影響（減勢）に歯止めをかけ、1900人台を回復することができました。
２）年間拡大目標の推移では、春一番拡大と春の拡大月間（第一ラウンド）の年間目標117人・６％に対して、拡大数79人4.13％（昨年90人4.5％）の到達となりました。その結果、第二ラウンド以降の年間残目標は171人・8.9％となります。

３）月間目標達成分会は、西尾久、東尾久１、東尾久２、町屋南の４分会で、４分会共に超過達成しました。また、青年部、ザレディース荒川、荒友会もそれぞれ目標を達成しました。
４）拡大チラシの配布完了報告書を提出した分会は、西尾久、東尾久２、町屋北、南千住分会です。また、現場前宣伝行動には取り組むことができませんでした。
（２）加入の特徴
１）労組のみ加入が30人（44.8％）、土建国保との同時加入（先行加入含む）が37人（55.2％）でした。

　加入のきっかけは、組合内事業所と組合員のつながりによる加入者が57人で全体の85.1％を占めました。事業所からの拡大が多数になっています。また、国保・労災要求による加入や、脱退者の再加入、若手組合員の独立、インボイス対応での外注の社員化、建設キャリアアップ登録や手数料無料キャンペーンなど、様々なきっかけや要求によって加入につながりました。
　67人の加入者のうち都内居住者は52人（77.61％）、うち区内居住者は33人（49.25％）、区外居住19人（28.35％）、都外居住は15人（22.3％）でした。
２）加入理由は、組合内事業所からの雇用日加入が多かったこともあり、「土建国保に魅力」の26.9％、「労働保険」21.5％、「厚生年金」の20％、「仲間のつながり」16.2％、「その他キャリアアップなど」13.1％となりました。また、税金相談要求での加入も１件ありました。
３）今月間の特徴としては、組合内事業所からの新規採用や外注の社員化、仲間のつながりからの加入に加えて、仲間から東京土建国保や労災特別加入を勧められたり、資料請求者の加入なども増加しました。職種別では内装、とび、電気、配管からの加入順となりました。
（３）達成までの経過
　春の月間の意思統一のために３月末の分会総会を拡大決起と位置付けて、例年よりも早めの行動を提起しました。これまでの経験を活かしてコロナ相談体制を強化し組合の仲間と未加入の建設業者の声を聞き助けることを基本に、建設アクション運動と連動した方針を提案しました。「訪問アンケート」や「助成金案内」「群会議オルグ」「ＣＣＵＳ登録料キャッシュバックキャンペーン」「石綿調査者講習」など様々な方向からの区内全組合員・事業所対話（訪問）を提起して、コロナ過であっても結びつきを絶やさず「自分たちのできること・やるべきこと」「仲間の声を聞き助けること」を前向きに取り組むことを基本方針としました。
月間の序盤戦２次行動までは、組合内事業所からの新規採用加入がなどもあり、順調な滑り出しとなりましたが、その後は成果が伸び悩み、４月末には27人（40％）と前半35人・50％の節目標には届きませんでした。
　連休をはさんで５月の中盤時点でも成果は伸び悩み、33人・49.2％と苦しい状況が続きました。
第２回の推進委員会と13日の分会役員会、17日の機関会議で改めて全組合員・事業所への聞き取りと呼びかけ、昼間訪問行動の徹底を確認しました。

手持ちの対象者は40人前後を行き来して、昨年同様に対象者の広がりを作りだすことができました。
終盤に向けて推進委員会・組織部会で、支部の組織情勢や達成に向けての方針見通しを組合員・書記局で意思統一し「なんとしても1900人の現勢回復」「目標達成を最後まで諦めずに奮闘すること」を確認しました。
区内全組合員・事業所対話訪問などから新たな対象者を掘り起こす取り組みを粘り強く続けました。また、組合内事業所への新規採用者の再確認や外注者の紹介などを訴えました。その結果、夜間統一行動最終日には45人・67％の到達となりました。
その後、６月加入予定者の先行加入、ＣＣＵＳキャンペーン要求による組合のみ加入、組合内事業所事業主の協力、組合員のつながりからの加入などにより一気に成果があがり、27日には58人・86.5％まで到達しました。さらに、月間最後まで対象者の刈り取りをすすめ、月間達成への想いと要請に応えてくれた事業所の協力により月間目標達成の結果を残すことができました。
多くの役員・活動家そして書記局の「目標達成への執念」で５月30日に支部目標を達成することができました。

（４）今後の課題
この間の行動で、多くの仲間の仕事や暮らしにコロナの影響が及んでおり、今後さらに大きくなっていくことも予想されています。月間終了以降も引き続き「仲間の声を聞き、困ったときには助け合う」組合の精神を基本に、前進し続け、組合の存在意義を示していくことが強く求められます。
また、今回加入した仲間やこれまで組合に接点のなかった仲間との関係を築き、日頃からの結びつきを強めながら組合活動への参加を促していくことが分会・支部にとって大切になります。
事業所との関係強化も重要で、事業主や組合担当者に業務利用だけでない組合活動への理解と協力を求める必要があります。
コロナ禍で希薄になりがちな人と人とのつながりをもう一度作り上げていくことで、行動参加者を増やし行動量を引き上げることで拡大対象者掘り起こすこと、後継者の発掘にもなっていきます。
群・分会・支部の後継者育成のためにも緊急に取り組むべき課題となっています。日頃からの世話焼き活動で「一般の組合員」から「組合に近い組合員」になるよう意識して活動していきましょう。

また、月間における運動量の推移では、活動参加者484人（21年573人）、組合員訪問件数279件（同324件）、未加入者訪問件数42件（同13件）となっており、21年と比較して行動参加者・訪問対話件数（電話かけや呼びかけ含む）共に減少しており、全体の活動量が減ってしまいました。夜間行動日や日中も天候に恵まれなかったこともありますが、コロナの影響で統一行動の一部を自粛したり支部・分会のイベントやレクレーションもほぼ開催できず、行動参加の呼びかけもできなかったことが要因の一つだと考えられます。全組合員・事業所との対話にはならなかったこと、未加入者・未加入事業所への働きかけが進まなかったことの要因です。拡大月間は新しい仲間を迎え入れる行動に加えて、分会・群の足腰を強化し力量を高めるという面（新たな参加者や役員を増やすなど）もあること＝月間の意義を確認していきます。
また、状況をみながらではありますが、開催方法などを工夫し、コロナ禍以前の活動の早期再開を目指していきます。
　後継者対話デーについては、まだ一部の分会での取り組みではありますが、後継者対策部も協力し、分会役員や若手組合員との関係づくりに貢献しています。全分会での取り組みが求められます。
　群会議オルグは群の実態把握とともに、より多くの組合員と対話できる絶好の機会です。今後も継続し集まった意見や課題などを組織検討会議で協議していきます。
　月間終盤の目覚ましい行動によって月間目標を達成できたのは、支部や分会役員・書記局の「何としても1900人現勢を回復し目標を達成する」という熱い

思いで最後まで諦めずに奮闘した結果です。今月間での熱い思いを全役員・書記局で共有し、今後も組合の先導者として自覚をもって行動していく必要があります。
組織強化の３つの課題―分会と群の強化、後継者の育成、事業所対策の運動方針を進めるために克服しなければならない課題です。
　６～８月の夏の通常拡大では、組織を減らさない脱退防止対策と新しい仲間の拡大を全力で取り組んでいくことも重要になります。

　最後に、あらためて今月間での連日・連夜の組合員・家族の皆さんのご奮闘とご協力に感謝申し上げます。
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